













OECD 科学技術産業局・経済分析統計課 柿崎 文彦
みなさま、こんにちは。今回、再び政策研ニュースに寄稿することになりまし
た。こちらに赴任しましたのが、昨年の 7 月ですので、はや 1 年が過ぎてい
ます。
この 1 年、様々なことを体験しましたが、とりわけ、OECD 事務局の引越し
は最も大きな出来事のひとつでした。現在、事務総長と総務部門以外のスタッ
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フは、パリの西側 (凱旋門から約 4 〜 5 km) の、La Defense という巨大オフィ
ス街の一角のビル Tour Europe で執務を行っています。長年住み慣れたパリ
16 区の La Muette の旧オフィスビルは改装され、およそ 9 年後には事務局
全体が戻る予定になっています。







































かし、残念ながら FOS については、加盟国の間で改定に向けた合意ができたのにもかかわらず、新しい FOS を採用す
るには至らなかったのです。一つには、学問分野の分類ですので、各国固有の文化を反映しています。また、社会や産









て、1 時間で意図した成果を出すためには、十分な準備が必要です。1 時間ですから、説明資料は多くても 3 ページが
限度です。自分の意図することをわかりやすく取りまとめ、なおかつ体裁を整えること。これには十分のトレーニング (多く
の場合 OJT) が必要です。また、口頭発表の習熟は必須です。
次の段階は、各国からの回答の集計と説明ドキュメントの作成です。特にドキュメントは OECD の公式文書として OLIS
というデータベースにファイルされますので、最終的には科学技術産業局内部の承認を得ることが必要です。そして、6











かきざき ふみひこ: 1988 年 科学技術政策研究所入所。第２研究グループ、第３調査研究グループ主任研究官。専門は地域イノベーション・システ
ム。1989 〜 1990 年米国国立科学財団 (NSF) 客員研究官。2002 年 7 月より OECD/STI/EAS Principal Administrator。 



































2. 「第 3 回日米科学技術増進専門家会合」参加
本会合は、1999年の小渕−クリントン会談、2000年の中曽根科学技術庁長官 −コールウェル米国科学財団(NSF)長官会
談での合意に基づく会合で、今回はNSF側の強い希望で２年ぶりに開催された (日本での開催は３年ぶり２回目) 。
今回の会合 (7 月 11、18 日の 2 日間、日本科学未来館) における大きな
テーマは、従来の PUS (Public Understanding of Science 科学技術理解増進)
にとどまらず、PUR (Public Understanding of Research 科学研究理解増進) を
積極的に進めるにはどうすればよいか、日米で連携協力できることは何かを論
議し合うことだった。NSF の PUR 上級顧問ハイマン・フィールド氏によれ
ば、PUR とは耳新しい概念だが、NSF では 3 〜 4 年前から PUS との区分が
行われているという。 PUS との大きな相違点は、PUS がすでに確立された (過
去の) 科学技術知識に関する理解増進を図るのに対し、PURは現在進行形の
研究開発に関する理解増進を図ることにある。
我が国でも、科学技術振興事業団 (JST) が未来館を中心に PUR を推進して
はいる。未来館内に研究室を設置したり、第一線の研究者 (主に JST の大型研
究プロジェクト参加者) の横顔や研究成果の展示コーナーを設けるなどの活動である。しかし JST が展開している PUR
と NSF がイメージする PUR とのいちばん大きな相違点は、最新の研究に関連した倫理的、社会的、政策的な問題をめ
ぐる議論に公衆を積極的に参加させるという視点のあるなしであろう。ただし NSF においても、そうした活動に関しては
歴史も浅いため、方法論に関して未だ試行錯誤の段階であるという。2日間に渡って開かれた会合では、 人事交
流、 新しい科学 (研究) による PUR、 若い人たちへのアウトリーチ (ただし成人も忘れずに) 、 グローバルな問題設
定、  PUR 研究の活発化という 5 点に力を入れるべきであるとの合意がなされた。

























なしている「科学技術研究調査」 (総務省統計局実施、指定統計調査) が 2001 年度にかけて大幅に見直され
*1、*2、2002 年調査より新たな調査票と方法論で実施されている。
今般、米国でも、NSF で実施されている一連の研究開発統計調査について、NSF はその見直しのために The
National Academies (全米アカデミー) にプロジェクトを委託している。このプロジェクトは、この先 10 年を見通して調査の
あり方やニーズを把握するため、統計、調査方法論、統計的データ分析、技術変化論、研究開発・イノベーション経済学、
研究開発組織・運営論をそれぞれ専門とする第一線の北米の研究者・専門家らによって構成されたパネルによって検討
が進められている。その一環として、7 月 24 日 〜 25 日にワシントンD.C. においてワークショップが開催され、筆者が、
日本における研究開発・イノベーション関連の統計調査の経験や現状を紹介するために参加した (発表は、筆者と後藤晃
東京大学教授 (政策研客員研究官) との共同による) 。本稿ではこのワークショップで示された米国における調査の現状
や関心事を示し、日本における調査の改善や調査・分析体制の補強に資するものとしたい。
産業界における研究開発活動の状況については、NSF が Census Bureau (商務省悉皆調査庁) に調査を委託して実












研究開発と国民経済計算 (SNA) 体系との関係について、すでに、OECD の場において関心を有する加盟国等の自発
的参画を得て検討が進められている。これは、SNA の次の改訂に際して、研究開発費 (あるいはその一部) を資本として
組み入れようとするためのものである。米国は、まだ着手されて間もないものの自発的にこの取り組みに加わってお


























*1この見直しは統計審議会において「諮問第 278 号の答申『科学技術研究調査の改正について』」 (2001 年 12
月 14 日) として取り纏められた。
なお、「科学技術研究調査」はその前身の調査が 1953 年に開始され今年で 50 周年を迎えているが、統計審
議会レベルでの見直しはこの半世紀で初めてのことであった。
*2科学技術政策研究所は、現状に即した研究開発統計調査の在り方に関する提案を、調査資料 No. 79「『科学
技術研究調査』の見直しについて - 科学技術研究調査研究会に対する科学技術政策研究所の対応 -」 (2001
年 6 月) に取り纏めている。また、その参考資料として、我が国の研究者や専門家、関係各機関からの代表を
交えて検討された統計局統計調査部内部での検討資料についても所収している。
*3我が国では、報告義務を課すこともできる「指定統計」に概ね相当する。
*4RaDiUS は，Research and Development in the United States (米国における研究開発) を表す。
*5STPI: Science and Technology Policy Institute (科学技術政策研究所) は、NSF が資金提供し、RAND 社が管






・8/13 Mr. QIU Hua-sheng: 中国科学院国際合作局アジア・アフリカ・ラテンアメリカ課長他
・8/26 Mr. Stephane ROY: フランス大使館科学技術部バイオテクノロジー・生命科学担当官
Mr. Gregoire FAGES: フランス大使館科学技術部バイオテクノロジー・生命科学担当
官補佐
・8/29 Ms. SHEN Hua: 中国科学院科学技術政策局局長補佐・副教授 (表紙写真)
○ 講演会・セミナー
・8/5 「日本の学術論文誌の危機と『インパクトファクター』 —— JJAP からみる」
鈴木 徹: (社) 応用物理学会理事
・8/20 「ウィルス感染症〜ポリオから SARS まで 〜」
野本 明男: 東京大学大学院医学系研究科教授
・8/29 「中国科学院知識革新プログラムによる国家革新体系の構築と人材育成について」
Ms. SHEN Hua: 中国科学院科学技術政策局長補佐・副教授 (表紙写真)
○ 新着研究報告・資料
・「科学技術動向 2003 年 8 月号」(8 月 28 日発行)
 特集 1 ゲノム構造解析技術の研究開発の必要性
 ライフサイエンス・医療ユニット 島田 純子、茂木 伸一
 特集 2 外科手術の支援ロボットの導入と開発の動向
 材料・製造技術ユニット 奥和田 久美
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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